
　県民の皆様こんにちは。沖縄県に赴任して早２

年が過ぎました。赴任当時の沖縄は、観光需要な

どに牽引される形で好調な経済発展を見せており、

雇用情勢についても、求人倍率が１倍を超え過去

最高を更新するなど着実に改善が進んでいました。

将来的もこのまま経済は発展を続け、雇用情勢に

ついても改善が進み、全国並みに近づいていくと

期待していました。

　しかし、昨年発生した新型コロナウイルスの拡

大はその好調な経済発展を一転させ、現在、県内

経済、そして雇用情勢は苦境に立たされています。

とりわけ、沖縄県はサービス業、宿泊・飲食業、

小売業などの第３次産業の割合が高く、さらに中

小零細企業が多いことから、新型コロナウイルス

の影響を最も大きく受けていると感じています。

　このような状況下において沖縄労働局としては、

「豊かで安心して働くことができる県民生活の実

現」を目標に、コロナ禍における企業の事業継続、

従業員の雇用維持のための支援、倒産や休業など

で仕事を失った方に対する生活を維持するための

支援に取り組んでいます。また、就職や転職を希

望されている方には、希望の就職が実現できるよ

う一人ひとりの状況に応じた支援に取り組んでい

ます。

　一方、沖縄県が抱える中長期的課題もあります。

県内は非正規雇用で働く方の割合が高いと言われ

ています。まずは正規雇用により企業の生産性向

上に繋がる可能性があることを認識し、正社員で

の雇用を積極的に行っていくことが重要です。さ

らにいわゆる「就職氷河期世代」の方々など不本

意で非正規雇用で働いている方を対象に、安定し

た就職に転換させるための取組みを進めることも

重要になってきます。

　また、働く人の健康についてみると、職場にお

ける健康診断結果の有所見率が 10 年連続で全国

ワーストとなっています。労働者が健康で安心し

て働ける環境を整備することが事業主としても当

然の役目であることを認識していく必要がありま

す。

　最近よく耳にされることもあるかと思いますが、

「働き方改革」も労働局の大きなテーマの一つです。

働く人のワーク・ライフ・バランスを改善し、人々

がより一層意欲を持って働くことができる社会を

実現させるため、時間外労働の上限規制、正規雇

用と非正規雇用の間の不合理な待遇格差の是正、

さらには育児・介護等のライフイベントに則した

柔軟な働き方など、新しい時代の働き方の推進に

積極的に取り組んでいます。

　最低賃金に関しては、皆様もご承知のとおり、

令和３年 10 月に 28 円引き上げられることが決定

しております。今回の最低賃金引上げについては

労働者の労働条件の向上につながると評価される

一方、事業主にとっては、コロナ禍の厳しい経営

状況下での賃上げが相当な負担となっているなど

厳しい声が聞こえてまいります。このような状況

下を労働局としても真摯に受け止め、今回の最低

賃金引き上げに伴う事業主負担を最小限に抑えら

れるよう、雇用調整助成金の要件緩和を始め、最

低賃金を引き上げた中小企業を支援する業務改善

助成金の利用促進等、積極的な支援を推進してい

きたいと考えています。

　これからも私たち労働局は「沖縄」という地域

に根差した地方労働行政機関として、県民の皆様

からの期待に応えられる取組を着実に実施してい

くとともに、沖縄県や各市町村、労使団体、その

他の関係機関等と緊密に連携を図り、一日でも早

く活気あふれる元気な沖縄に戻る日を心から願い

つつ、県民の皆様が豊かで安心して働くことがで

きる県民生活の実現を目指して取り組んでまいり

ます。

【注】福味局長は令和 3 年 9 月 14 日をもって沖縄

労働局長を離任されました。

豊かで安心して働くことができる
県民生活の実現を目指して
沖縄労働局
局  長 福  味 　恵
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（※２）ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率
が一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

令和3年8月から

「業務改善助成金」が使いやすくなります

○助成金受給の流れや申請先等については裏面をご覧ください。

（※1）

（※2）

（※1）

※申請期限︓令和４年１月３１日

ココーースス区区分分
引引上上

げげ額額

引引きき上上げげるる

労労働働者者数数

助助成成

上上限限額額
助助成成対対象象事事業業場場 助助成成率率

20円コース 20円
以上

１人 ２０万円

以下の２つの要件を
満たす事業場

・事業場内最低賃金と
地域別最低賃金の
差額が30円以内

・事業場規模100人以下

【事業場内最低賃金
900円未満】
４／５

生産性要件を
満たした場合は
９／１０

【事業場内最低賃金
900円以上】
３／４

生産性要件を
満たした場合は
４／５

２～３人 ３０万円
４～６人 ５０万円
７人以上 ７０万円
10人以上 ８０万円

30円コース 30円
以上

１人 ３０万円
２～３人 ５０万円
４～６人 ７０万円
７人以上 １００万円
10人以上 １２０万円

45円コース 45円
以上

１人 ４５万円
２～３人 ７０万円
４～６人 １００万円
７人以上 １５０万円
10人以上 １８０万円

60円コース 60円
以上

１人 ６０万円
２～３人 ９０万円
４～６人 １５０万円
７人以上 ２３０万円
10人以上 ３００万円

90円コース 90円
以上

１人 ９０万円
２～３人 １５０万円
４～６人 ２７０万円
７人以上 ４５０万円
10人以上 ６００万円

（※2）

（※2）

（※１）10人以上の上限額区分は、以下のいずれかに該当する事業場が対象となります。
①賃金要件︓事業場内最低賃金900円未満の事業場
②生産量要件︓売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３ヶ月間の月平均値が前年又は前々年の同じ月に比べて、

30％以上減少している事業者

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

（新設）

変更後のコース内容

『業務改善助成金』は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金（事業場内
最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、
設備投資など（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）
を行った場合に、その費用の一部を助成します。

助成金の
概要

業務改善助成金 検索詳しくはHPをご覧ください︕
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厚生労働省

◆ 「業務改善助成金コールセンター」を開設しましたので、お気軽にお問い合わせください。
お問い合わせ先

（R３.８.１０）

交付申請書・事業実施計画などを、
最寄りの都道府県労働局に提出 審

査

交付決定後、
提出した計画に
沿って事業実施

労働局に
事業実施結果

を報告
支給

助成金支給までの流れ

審
査

働き方改革推進支援資金

◆ 日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引上げに取り組む者に対して、設備資金や
運転資金の融資を行っています。
詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

～・業務改善助成金の活用事例・～

【受付時間】平日8:30～17:15 【電話番号】０３ー６３８８ー６１５５

※申請先は、各労働局雇用環境・均等部（室）

ご留意頂きたい事項

◆ 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
◆ 事業完了の期限は令和４年３月３１日です。

その他の変更点

◆ PC、スマホ、タブレットの新規購入、貨物自動車なども生産性向上の効果が認められる場合は対象になります。
※特例のうち、②生産量要件に該当する場合であって、引上げ額30円以上の場合に限ります。

◆ 同一年度内に複数回（2回まで）申請することができます。
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●働き方・休み方改善ポータルサイト　https://work-holiday.mhlw.go.jp/

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

働き方・休み方改善
ポータルサイト

年休取得促進
特設サイト

年次有給休暇取得促進特設サイト

働き方の新しいスタイル

テレワークや
ローテーション勤務

時差通勤で
ゆったりと

オフィスは
ひろびろと

会議は
オンライン

対面での打合せは
換気とマスク

●「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。
●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば休暇の分散化にもつながります。

新しい働き方・休み方を実践するために
 年次有給休暇 を上手に活用しましょう

　 月
は
「
年
次
有
給
休
暇

 
取
得
促
進
期
間
」
で
す
。

10　 月
は
「
年
次
有
給
休
暇

 
取
得
促
進
期
間
」
で
す
。
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